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○野木町公益通報に関する事務処理要綱 

平成20年６月18日告示第132号 

改正 

平成26年３月４日告示第18号 

令和２年１月28日告示第６号 

野木町公益通報に関する事務処理要綱 

野木町公益通報に関する事務処理要綱を次のように定め、平成20年７月１日から適用する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下「法」という。）の施行に伴

い、職員等及び外部労働者からの公益通報を適切に処理するために必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 職員等 次に掲げる者をいう。 

ア 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員、同法

第３条第３項第３号に規定する非常勤職員及び同法第22条の３第４項に規定する臨時職員 

イ 町との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う者又はその事業に従事している者 

ウ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づく公の施設の指定管理

者又はその管理する公の施設の管理業務に従事している者 

(２) 外部労働者 職員以外の労働者で労働基準法（昭和22年法律第49号）第９条に規定する労

働者 

２ 前項に定めるもののほか、この要綱において使用する用語は、法において使用する用語の例に

よる。 

（公益通報の範囲） 

第３条 職員等は、通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料する場合は、町長

に対して法第３条第１号に規定する公益通報（以下「内部通報」という。）を行うことができる。 

２ 外部労働者は、通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の

理由がある場合は、当該通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する町の機関に対

して法第３条第２号に規定する公益通報（以下「外部通報」という。）を行うことができる。 

（通報窓口） 
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第４条 公益通報を受ける窓口（以下「通報窓口」という。）を総務課に設置する。 

（公益通報の方法） 

第５条 公益通報は、原則として公益通報を行う者（以下「通報者」という。）の氏名及び連絡先

を明らかにしたうえで、書面、電子メール、面接その他適切な方法により行うものとする。 

（公益通報処理委員会） 

第６条 次に掲げる事項を行うため、公益通報処理委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

(１) 公益通報に係る通報対象事実の調査 

(２) 公益通報に係る通報対象事実の中止その他是正のために必要と認める措置（以下「是正措

置等」という。）の提言 

２ 委員会は、副町長、教育長及び次の各号に掲げる公益通報に応じ、当該各号に定める者をもっ

て組織する。 

(１) 内部通報 総合政策部長 

(２) 外部通報 通報対象事実について処分又は勧告等の事案を担当する課（以下「担当課」と

いう。）の長。ただし、担当課が特定できない場合は、総合政策部長とする。 

３ 委員会に委員長を置き、副町長をもって充てる。 

４ 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

５ 委員長は、必要に応じ委員会に委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことがで

きる。 

６ 委員に係る公益通報については、当該委員は、委員会にて意見又は説明を聴取される場合を除

き、会議に参加することができない。 

（公益通報の受付等） 

第７条 通報窓口の長は、公益通報を受けたときは、通報者の氏名及び連絡先並びに通報対象事実

を把握し、通報者に対する不利益な取扱いのないこと及び通報者の秘密は保持されることを通報

者に対し説明するとともに通報者からの相談に応じるものとする。 

２ 通報窓口の長は、公益通報が次の各号のいずれかに該当する場合は、情報提供として処理する

ものとする。 

(１) 通報者が氏名及び連絡先を明らかにしないとき。 

(２) 公益通報の内容が不明確であるとき。 

(３) その他、この要綱に規定する職員等又は外部労働者の公益通報でないと判断されるとき。 

３ 公益通報を受けた通報窓口の長は、公益通報受付票（別記様式）を作成し、速やかに委員会へ
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報告しなければならない。 

４ 委員会は、通報窓口の長から前項の報告を公益通報として受けたときは受付した旨を、受けな

いときは受付しない旨及びその理由を通報者に対し遅滞なく通知しなければならない。 

５ 通報窓口の長は、公益通報に係る通報対象事実について町の機関が処分又は勧告等の権限を有

していないときは、通報者に対し当該権限を有する行政機関を直ちに教示しなければならない。 

（公益通報の調査） 

第８条 委員会は、公益通報として受けた報告について調査の要否を決定し、調査を行うときはそ

の旨及び着手の時期を、調査を行わないときはその旨及び理由を通報者に対し遅滞なく通知しな

ければならない。 

２ 委員会は、調査に当たってはその進捗状況について通報者に対し、適宜通知するとともに、調

査結果を速やかに取りまとめ、その結果を遅滞なく通知するよう努める。 

（調査の補助） 

第９条 委員会は、必要があると認めるときは、委員長が指定する職員（以下「調査員」という。）

に調査させることができる。 

２ 委員長は、調査等が適正かつ円滑に行われるように調査員を監督しなければならない。 

（調査結果の報告等） 

第10条 委員会は、第８条の規定による調査結果を町長に報告するものとする。 

２ 委員会は、調査の結果、公益通報に係る通報対象事実があると認めるときは、是正措置等を町

長に提言するものとする。 

（公益通報に係る措置及び処分） 

第11条 町長は、公益通報に係る通報対象事実があると認めるときは、次の各号に掲げる公益通報

に応じ、当該各号に定める措置をとらなければならない。 

(１) 内部通報 是正及び再発防止のために必要と認める措置 

(２) 外部通報 法令に基づく措置その他適当な措置 

２ 内部通報による調査の結果、不正が明らかになった場合には、町長は当該行為に関与した者に

対し、地方公務員法第29条に基づき懲戒処分等を課すことができる。 

（公益通報者の保護） 

第12条 通報者は、正当な公益通報を行ったことによっていかなる不利益も受けない。 

２ 通報者は、正当な公益通報を行ったことによって不利益を受け、又は受けるおそれがあると判

断したときは、町長に対してその旨を申し出ることができる。 
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３ 町長は、前項の規定による申出を受けた場合は、当該申出について調査し、必要と認めるとき

は、その改善又は防止のために適切な措置をとらなければならない。 

（秘密の保持） 

第13条 公益通報にかかわった職員は、公益通報の事実及び公益通報に関し知り得た秘密を漏らし

てはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（委任） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

前 文（抄）（平成26年３月４日告示第18号） 

平成26年４月１日から適用する。 

前 文（抄）（令和２年１月28日告示第６号） 

令和２年４月１日から適用する。 
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別記様式（第７条関係） 

 


